島根県特別職報酬等審議会について

島根県特別職報酬等審議会が下記のとおり開催されました。

記

１　審議会について
⑴名　称
・島根県特別職報酬等審議会

⑵性　格
・島根県附属機関設置条例に規定する附属機関

⑶委　員
・１０名（別添委員名簿のとおり）

２　第１回島根県特別職報酬等審議会の概要
⑴日　時
・平成１８年１０月１８日（水）１５：００～１６：４０

⑵場　所
・島根県民会館　「３０８会議室」（松江市殿町１５８番地）
⑶出席者
①委　員　８名

荒木委員、石川委員、島田委員、本田委員、
三嶋委員、森崎委員、矢倉委員、山根委員（50音順）

②島根県　５名
　　　　　知事、総務部長、総務部次長、人事課長、人事課長代理

⑷審議会次第
・開　会

・知事挨拶

・委員紹介

・会長選出

・会長挨拶

・会長職務代理者指定

・諮　問

・審　議

・閉　会
⑸審議会概要
①会長、会長職務代理者について決定

1)会長：本田委員

2)会長職務代理者：赤水委員

②諮　問

・別添「諮問書」により、知事から会長に対して諮問

③審議概要
1)事務局から以下の内容について説明
・知事等の退職手当制度の改正・諮問の経緯

・特別職の退職手当の性格

・島根県における知事等の退職手当制度

・全国都道府県における知事等の退職手当制度

・類似県との比較

・中国各県との比較

・民間企業役員の退職手当制度

2)退職手当制度のうち見直しが必要な項目について検討
3)退職手当制度のうち見直しが必要な項目を下記の３項目に決定

1.三役の退職手当の支給額を決定することとなる支給割合について、
知事・副知事・出納長それぞれについて、適正な支給割合に見直す。
2.在職期間の通算規定について、全期間を通算して支給するのではなく、
各任期毎、４年毎に計算して支給する方向で見直す。
3.在職月数の計算方法について、１期４年間を４９月で計算される現行規定を４８月とする方向で見直す。

２　第２回島根県特別職報酬等審議会の概要

⑴日　時
・平成１８年１０月３１日（水）１５：００～１６：４０

⑵場　所
・サンラポーむらくも　「彩雲」（松江市殿町３６９番地）

⑶出席者
①委　員　９名

赤水委員、荒木委員、石川委員、島田委員、本田委員、
三嶋委員、森崎委員、矢倉委員、山根委員（50音順）

②島根県　３名

　　　　　総務部次長、人事課長、人事課長代理

⑷審議会次第
・開　会

・審　議

・閉　会
⑸審議概要
①３項目の見直しについて、各項目ごとに審議

1)在職月数の計算

【理由】

1.在職月数の算出にあたり、就任した月から退任する月までの月数を計算するため、１期４９月となる現行の計算方法については、いろんな方面からの批判も多く、県民の皆さんの理解を得るということも難しい。

2.全国的にも１期４８月と計算する方向での見直しが進められており、
平成１７年度以降で１７県がそのような見直しを行っている。

【方針】

◎在職月数の計算について、1期４年間を４９月で計算する現行の方法に
ついては、４８月で計算する方法に見直すこと。
2)在職期間の通算
【理由】

1.特別職は一般の職員と異なり任期が定められた中でその職責を果たすことが求められていることから考え、４年間の勤務に対する評価として、

任期毎に退職手当を支給することが適切である。
2.全国の状況をみても、在職期間を通算して最終退職時に支給しているのは、本県を含めて３県のみであり、ほとんどの県は任期毎に退職金を支給している実態がある。
【方針】

◎在職期間の通算について、在職期間を通算して最終退職時に支給する現行の方法については、任期毎に支給する方法に見直すこと。

3)支給割合
【理由】

1.三役の仕事・責任の重さ等を考慮する必要がある。

・県政を担い、長期に渡り大きな責任をもって、日々成立する様々な問題・困難な課題に立ち向かっていかなければならないという立場
・様々な課題に対する判断の重さ、県政推進にあたっての心労、災害時の対処など、この地域で最も激務を担っている要職としての日常生活
・一般職員と違い、特別職については任期が付されてその期間の中で自分の責務を果たしていくことが求められる。

2.全国的な状況のほか人口規模や財政状況が類似した県の状況等を十分踏まえて考える必要がある。

・全国の都道府県の平均：(知事)６９／１００
・財政力指数が島根県と類似している県の平均：(知事)７０.１／１００
・人口規模が島根県と類似している県の平均：(知事)６８.６／１００
・中国各県の平均：(知事)６５.０／１００
・これらを踏まえると知事の支給割合は、６５／１００も考えられる。
・しかし、平成１７年度以降に見直しを行った９県の知事の支給割合は、

平均△１２.７％とかなり大幅な引き下げを現実に行っている。
3.本県の財政規模、人口規模などが全国でも低い現状にあることということを踏まえ総合的に勘案し、県民の皆さんに理解を得られる見直しということを念頭において判断すると、知事の支給割合は６０／１００という方向で見直す。

4.副知事の支給割合については、全国的な状況等を踏まえて考慮。
・知事の支給割合を１００とした場合の副知事の支給割合は、全国都道府県の平均が７１.１で、島根県は７１.４となっており、現在の状況で均衡している。

・副知事の支給割合は、全国の状況を鑑み、現在の本県における知事とのバランスを考慮して検討するという必要がある
・現行の知事の支給割合とのバランスを考慮して、今回の知事の支給割合の改定率、つまり７０／１００から６０／１００への改定率である
△１４.２９％に合わせて見直すことする。
・この改定率に連動させ、副知事の支給割合は４３／１００に見直す。

5.出納長の支給割合についても、副知事と同様に設定。
・現行の知事の支給割合とのバランスを考慮し、今回の知事の支給割合の改定率、つまり７０／１００から６０／１００への改定率である
△１４.２９％に合わせて見直すこととする。
・この改定率に連動させ、出納長の支給割合は３０／１００に見直す。

6.今回の答申は、現職を含めて適用される見直しとなり、このため、特に現知事については、５期目の現任期のみならず、１期目から４期目までの全任期についても見直し後の支給割合が適用されるということになるため、かなり厳しい見直し内容になるというふうに考えられる。
7.しかしながら、今回の諮問の趣旨である県民の皆様の御理解をいただける適切な見直しとするために、全国状況等を総合的に勘案した上で得られた結論である。

【方針】

◎三役等の支給割合について以下のとおり見直すこと

1.知　事の支給割合について、現行の７０／１００を
６０／１００に見直すこと

2.副知事の支給割合について、現行の５０/１００を

４３/１００に見直すこと

3.出納長の支給割合について、現行の３５/１００を

３０/１００に見直すこと

②答申書（案）について審議

1)答申書（案）について別添のとおり決定

③答申について下記のとおり決定
1)答申の日時
・日時：平成１８年１１月１０日（金）１１：００～

2)場所
・場所：県庁　「知事室」

3)方法

・本田会長及び赤水委員(会長職務代理者)から、知事に答申書を手渡す。
３　島根県特別職報酬等審議会答申の概要

⑴日　時
・平成１８年１１月１０日（金）１１：００～１１：２５

⑵場　所
・島根県庁　「知事室」（松江市殿町１番地）

⑶出席者
①委　員　２名

本田会長、赤水委員（会長職務代理者）

②島根県　５名

知事、総務部長、総務部次長、人事課長、人事課長代理

⑷答申概要

・別添答申書を会長から知事へ手渡し。

４　審議会答申の取扱い
⑴答申に基づく特別職の職員の退職手当制度の見直しについて

・上記の島根県特別職報酬等審議会の答申に基づき、
「特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案」を
平成１８年１１月２７日から開催される定例県議会に提案。
特別職報酬等審議会委員名簿

（50音順）
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人　発　第　９５７　号

平成１８年１０月１８日
島根県特別職報酬等審議会会長　様
島根県知事　澄　田　信　義　[公印]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務部　人事課）
知事、副知事及び出納長の退職手当について（諮問）
　特別職の退職手当については、平成元年４月１日に現行の制度に改定し、現在

に至っています。
その後、社会経済情勢等は大きく変化しており、また最近では他の自治体にお

いても制度見直しを巡る動きが生じているところです。
つきましては、本県においてもこの退職手当について県民の皆さんに御理解頂

ける適切な見直しを行うため御検討を賜りたく、知事、副知事及び出納長の退職

手当の支給基準等の改定について諮問します。
答申書（案）

平成１８年１１月　　日

島根県知事　澄田信義　様

島根県特別職報酬等審議会
会　長　本　田　雄　一

知事、副知事及び出納長の退職手当について（答申）

平成１８年１０月１８日付け人第９５７号で諮問のあったこのことについて、当審議会は慎重に審議を重ねた結果、下記のとおり実施することが適当と認めます。

記
１　在職月数の計算

　在職月数の計算について、1期４年間を４９月で計算する現行の方法については、４８月で計算する方法に見直すこと。

２　在職期間の通算

在職期間の通算について、在職期間を通算して最終退職時に支給する現行の方法については、任期毎に支給する方法に見直すこと

３　支給割合

知事の支給割合について、現行の７０／１００を６０／１００に見直すこと。

副知事の支給割合について、現行の５０／１００を４３／１００に見直すこと。

出納長の支給割合について、現行の３５／１００を３０／１００に見直すこと。
答申案による知事・副知事・出納長の退職手当額
 １．知　事（１期分） 
　○現　行　　　４３,９０４,０００円
    　　      （給料月額１,280,000円×在職月数４９月×支給割合70/100）
○答申案　　　３６,８６４,０００円
      　    　（給料月額１,280,000円×在職月数４８月×支給割合60/100）
○減少額  　　▲７,０４０,０００円（ ▲１６.０％ ）
＜ 現知事の５期通算分 ＞ 

　○現　行　　２１５,９３６,０００円
    　　      （給料月額１,280,000円×在職月数２４１月×支給割合70/100）
○答申案　　１８４,３２０,０００円
      　    　（給料月額１,280,000円×在職月数２４０月×支給割合60/100）
○減少額  　▲３１,６１６,０００円（ ▲１４.６％ ）
 ２．副知事（１期分） 
　○現　行　　　２４,５００,０００円
    　　      （給料月額１,000,000円×在職月数４９月×支給割合50/100）
○答申案　　　２０,６４０,０００円
      　    　（給料月額１,000,000円×在職月数４８月×支給割合43/100）
○減少額  　　▲３,８６０,０００円（ ▲１５.８％ ）
 ３．出納長（１期分） 
　○現　行　　　１４,４９１,７５０円
    　　      （給料月額845,000円×在職月数４９月×支給割合35/100）
○答申案　　　１２,１６８,０００円
      　    　（給料月額845,000円×在職月数４８月×支給割合30/100）
○減少額  　　▲２,３２３,７５０円（ ▲１６.０％ ）
平成１８年１１月１０日

島根県知事　澄田信義　様

島根県特別職報酬等審議会
会　長　本　田　雄　一 [会長印]
知事、副知事及び出納長の退職手当について（答申）

平成１８年１０月１８日付け人第９５７号で諮問のあったこのことについて、当審議会は慎重に審議を重ねた結果、下記のとおり実施することが適当と認めます。

記
１　在職月数の計算

　在職月数の計算について、1期４年間を４９月で計算する現行の方法については、４８月で計算する方法に見直すこと。

２　在職期間の通算

在職期間の通算について、在職期間を通算して最終退職時に支給する現行の方法については、任期毎に支給する方法に見直すこと

３　支給割合

知事の支給割合について、現行の７０／１００を６０／１００に見直すこと。

副知事の支給割合について、現行の５０／１００を４３／１００に見直すこと。

出納長の支給割合について、現行の３５／１００を３０／１００に見直すこと。

